
別紙様式第 21 号 

平成３０年１２月２７日 

 

一般社団法人 投 資 信 託 協 会 

会 長   岩 崎 俊 博  殿 

 

（商号又は名称）しんきんアセットマネジメント投信株式会社 

（代表者）             取締役社長  堀  泰 彦  ㊞ 

 

正会員の財務状況等に関する届出書 
 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第 10 条第１項第 17 号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１【委託会社等の概況】 

（１）資本の額 

200百万円 

発行可能株式総数  16,000株 

発行済株式総数    4,000株 

最近５年間における主な資本の額の増減はありません。 

 

（２）当社の機構 

○会社の意思決定機構 

業務執行上重要な事項は、取締役会の決議をもって決定します。取締役は、株主総会において選任

され、その任期は就任後１年以内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結の時までです。ただし、

補欠または増員で選任された取締役の任期は、現任取締役の任期の満了の時までとします。 

取締役会は、代表取締役を選任し、代表取締役は、会社を代表し、取締役会の決議に従い業務を執

行します。また、取締役会は、その決議をもって、取締役社長１名、専務取締役および常務取締役若

干名を置くことができます。 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、原則として取締役社長が招集します。取締役会

の議長は、原則として取締役社長がこれにあたります。 

取締役会の決議は、取締役の過半数が出席して、出席取締役の過半数をもって決します。 

 

○投資運用の意思決定機構 

① 商品企画体制 

・投資政策委員会 

当委員会において、事務局である運用本部運用企画部が情報を収集し、投資環境、運用環境、

販売環境に適合した商品企画案を提出します。また、当委員会は新規設定する商品に関する基本

的な重要事項について協議し、委員長がこれを決定します。 

 

② 運用体制 

・投資政策委員会 

当委員会において、経済環境、資産別市場見通しならびに投資環境等を検討し、基本的な運用

方針、運用戦略について協議し、委員長がこれを決定します。また、基本的な投資方針等に基づ



いて、ファンド運用についての具体的なガイドライン、方策を審議、決定するとともに、個別銘

柄についての分析を行い、投資対象銘柄を選定します。経営管理部は、各ファンドの運用成績、

ポートフォリオの運用内容等について考査し、当委員会に報告を行います。 

・コンプライアンス・運用管理委員会 

当委員会において、事務局である経営管理部は、前１か月間の運用状況のモニタリングを行い、

リスクとリターンの計測・分析結果および法令・諸規則や運用に関する諸決定事項の遵守状況等

の報告を行います。また、トレーディング部は、取引先リスク等の報告を行います。 

 

③ コンプライアンス管理体制 

取締役会の下で法令等遵守に関する問題を一元管理するため、以下のとおりコンプライアンス管

理体制を敷いています。 

 

・コンプライアンス・運用管理委員会を設置し、コンプライアンスに関する事項全般について審議

します。 

・コンプライアンスに関する事項を統括する部門として、コンプライアンス担当部門を設置すると

ともに、コンプライアンス関連部門を設置します。 

・コンプライアンス統括責任者を社長、コンプライアンス管理責任者を経営管理部長とし、コンプ

ライアンス責任者を各部門長とします。また、各部門におけるコンプライアンスの推進および徹

底を実践するため、各部門にコンプライアンス担当者を配置します。 

・全部門から独立した内部監査部門を設置し、コンプライアンス管理の適切性・有効性を検証・評

価します。 

 

※上記の内容は、今後変更となる場合があります。 

 

２【事業の内容及び営業の概況】 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である当社は、証券投資信託の

設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を

行います。また、「金融商品取引法」に定める第二種金融商品取引業に係る業務の一部および投資助

言業務を行います。 

当社の運用する証券投資信託は、平成30年10月31日現在、以下のとおりです。 

（親投資信託を除きます。） 

  (単位：百万円) 

種類 本数 純資産総額 

追加型株式投資信託 61 832,417 

単位型公社債投資信託 3 13,232 

単位型株式投資信託 31 96,954 

合計 95 942,603 

（注）純資産総額は百万円未満を切り捨てしています。 

 



 

３【委託会社等の経理状況】 

 

１． 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38

年大蔵省令第 59号）、ならびに同規則第 2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関

する内閣府令」（平成 19年 8月 6日内閣府令第 52号）により作成しております。 

中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

52 年大蔵省令第 38号）ならびに同規則第 38条および第 57条の規定により「金融商品取

引業等に関する内閣府令」（平成 19年 8月 6日内閣府令第 52号）に基づいて作成してお

ります。 

 

２． 財務諸表および中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しており

ます。 

 

３． 当社は、金融商品取引法第 193 条の 2 第 1 項の規定に基づき、事業年度（平成 29 年 4

月 1日から平成 30年 3月 31日まで）の財務諸表ならびに中間会計期間（平成 30年 4月

1 日から平成 30 年 9 月 30 日まで）の中間財務諸表について、EY 新日本有限責任監査法

人の監査および中間監査を受けております。 

なお、EY新日本有限責任監査法人は、平成 30年 7月 1日をもって新日本有限責任監査

法人から名称変更しております。 

 

 

  



１ 財務諸表 

 

（１)【貸借対照表】 

  
前事業年度 当事業年度 

（平成 29 年 3 月 31 日現在） （平成 30 年 3 月 31 日現在） 

科  目 
注記 

番号 
金 額 金 額 

(資産の部）  千円 千円 千円 千円 

流動資産      

現金・預金 *2  3,532,999  4,235,835 

前払費用   18,138  15,065 

未収委託者報酬   433,530  496,814 

未収運用受託報酬 *2  16,941  21,912 

未収収益   38  49 

繰延税金資産   33,208  35,068 

その他の流動資産   466  466 

流動資産計   4,035,324  4,805,211 

固定資産      

有形固定資産 *1  82,688  94,224 

建物  58,375  73,046  

器具備品  24,313  21,178  

無形固定資産   70,236  44,161 

ソフトウェア  68,785  42,657  

電話加入権  959  959  

その他  491  543  

投資その他の資産   2,968  2,489 

長期前払費用  2,968  2,489  

固定資産計   155,893  140,875 

資産合計   4,191,217  4,946,087 
  



  
前事業年度 当事業年度 

（平成 29 年 3 月 31 日現在） （平成 30 年 3 月 31 日現在） 

科  目 
注記 

番号 
金 額 金 額 

(負債の部)  千円 千円 千円 千円 

流動負債      

未払金   331,493  347,332 

未払手数料 *2 261,115  302,565  

その他未払金  70,378  44,767  

未払法人税等   196,373  189,582 

未払消費税等   43,152  30,210 

未払事業所税   1,878  1,946 

賞与引当金   68,577  70,520 

その他の流動負債   2,750  3,302 

流動負債計   644,226  642,896 

固定負債      

退職給付引当金   100,631  103,292 

役員退職慰労引当金   15,848  11,768 

固定負債計   116,480  115,061 

負債合計   760,707  757,957 

(純資産の部)  千円 千円 千円 千円 

株主資本   3,430,510  4,188,129 

資本金   200,000  200,000 

利益剰余金   3,230,510  3,988,129 

利益準備金  2,000  2,000  

その他利益剰余金  3,228,510  3,986,129  

別途積立金  2,350,000  3,080,000  

繰越利益剰余金  878,510  906,129  

純資産合計   3,430,510  4,188,129 

負債・純資産合計   4,191,217  4,946,087 
 



（２）【損益計算書】 

  

前事業年度 

自 平成28年4月 1日 

至 平成29年3月31日 

当事業年度 

自 平成29年4月 1日 

至 平成30年3月31日 

科  目 
注記 

番号 
金 額 金 額 

営業収益  千円 千円 千円 千円 

委託者報酬   4,604,878  4,886,524 

運用受託報酬 *1  212,214  189,616 

営業収益計   4,817,093  5,076,140 

営業費用      

支払手数料 *1  2,289,896  2,401,911 

広告宣伝費   24,734  30,312 

調査費   442,132  511,262 

調査研究費  327,321  350,062  

委託調査費  114,810  161,199  

営業雑経費   60,001  65,254 

印刷費  53,360  57,929  

郵便料  150  195  

電信電話料  2,244  2,321  

協会費  4,245  4,808  

営業費用計   2,816,764  3,008,740 

一般管理費      

給料   534,172  553,435 

役員報酬  41,999  41,999  

給料・手当  346,443  366,711  

賞与  63,219  64,202  

法定福利費  68,520  72,291  

福利厚生費  3,996  4,086  

その他給料  9,992  4,142  

賞与引当金繰入   68,374  70,520 

退職給付費用   56,254  58,150 

役員退職慰労引当金繰入   8,678  5,580 

交際費   4,321  4,202 

旅費交通費   8,823  7,630 

租税公課   22,779  23,615 

不動産賃借料   62,760  62,842 

固定資産減価償却費   48,587  45,198 

諸経費   126,388  139,011 

一般管理費計   941,140  970,187 

営業利益   1,059,187  1,097,212 

営業外収益      

受取利息 *1  162  127 

その他営業外収益   219  300 

営業外収益計   381  428 

営業外費用      

雑損失   157  401 

その他営業外費用   －  39 

営業外費用計   157  440 

経常利益   1,059,411  1,097,199 

  



  

前事業年度 

自 平成28年4月 1日 

至 平成29年3月31日 

当事業年度 

自 平成29年4月 1日 

至 平成30年3月31日 

科  目 
注記 

番号 
金 額 金 額 

  千円 千円 千円 千円 

税引前当期純利益   1,059,411  1,097,199 

法人税、住民税および事業税   325,199  341,439 

法人税等調整額   3,131  △1,859 

当期純利益   731,081  757,619 

 



（３）【株主資本等変動計算書】 

 前事業年度（自 平成 28年 4月 1日 至 平成 29年 3月 31日） 

(単位：千円) 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 利益 

準備金 

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 
別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 200,000 2,000 1,800,000 697,429 2,499,429 2,699,429 2,699,429 

当期変動額        

新株の発行 ― ― ― ― ― ― ― 

剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― ― 

別途積立金の積立 ― ― 550,000 △550,000 ― ― ― 

別途積立金の取崩 ― ― ― ― ― ― ― 

当期純利益 ― ― ― 731,081 731,081 731,081 731,081 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
― ― ― ― ― ― ― 

当期変動額合計 ― ― 550,000 181,081 731,081 731,081 731,081 

当期末残高 200,000 2,000 2,350,000 878,510 3,230,510 3,430,510 3,430,510 

 
 
 当事業年度（自 平成 29年 4月 1日 至 平成 30年 3月 31日） 

(単位：千円) 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 利益 

準備金 

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 
別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 200,000 2,000 2,350,000 878,510 3,230,510 3,430,510 3,430,510 

当期変動額        

新株の発行 ― ― ― ― ― ― ― 

剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― ― 

別途積立金の積立 ― ― 730,000 △730,000 ― ― ― 

別途積立金の取崩 ― ― ― ― ― ― ― 

当期純利益 ― ― ― 757,619 757,619 757,619 757,619 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
― ― ― ― ― ― ― 

当期変動額合計 ― ― 730,000 27,619 757,619 757,619 757,619 

当期末残高 200,000 2,000 3,080,000 906,129 3,988,129 4,188,129 4,188,129 

 



 

重要な会計方針 

 当事業年度 

自 平成29年4月 1日 

至 平成30年3月31日 

1.固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 

定額法を採用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりです。 

建 物 3 年 ～ 50 年 

器 具 備 品 3 年 ～ 20 年 
 

  

(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。 

 

2.引当金の計上基準 

 

(1)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しています。 

 

 (2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務を計上しております。 

なお、退職給付引当金の対象従業員が 300 名未満であるた

め、簡便法によっており、退職給付債務の金額は当事業年度

末における自己都合要支給額としております。 

 

 (3)役員退職慰労引当金 

当社常勤役員の退職慰労金の支給に充てるため、「常勤

役員退職慰労金規程」に基づく当事業年度末要支給額を計

上しております。 

 

3.その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ています。 

なお、仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、未

払消費税等として表示しております。 

 

 

 

 

 



 

注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 前事業年度 

(平成 29 年 3 月 31 日現在) 

当事業年度 

(平成 30 年 3 月 31 日現在) 

建  物 57,590 千円 64,186 千円 

器具備品 31,583 千円 37,859 千円 

 

＊２ 関係会社項目 

関係会社に対する資産および負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。 

 前事業年度 

(平成 29 年 3 月 31 日現在) 

当事業年度 

(平成 30 年 3 月 31 日現在) 

普通預金 2,397,290 千円 3,142,308 千円 

定期預金 1,000,000 千円 1,000,000 千円 

未収運用受託報酬 －千円 5,559 千円 

未払手数料 133,205 千円 142,775 千円 

 

 

(損益計算書関係) 

 

＊１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

 前事業年度 

(平成 29 年 3 月 31 日現在) 

当事業年度 

(平成 30 年 3 月 31 日現在) 

運用受託報酬 146,598 千円 160,021 千円 

受取利息 160 千円 126 千円 

支払手数料 1,873,505 千円 1,926,104 千円 

 

  



 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成 28 年 4 月 1 日 至 平成 29 年 3 月 31 日） 

１． 発行済株式および総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(千株) 4 ― ― 4 

計 4 ― ― 4 

 

当事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

１． 発行済株式および総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(千株) 4 ― ― 4 

計 4 ― ― 4 

 

（リース取引関係） 

前事業年度（自 平成 28 年 4 月 1 日 至 平成 29 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 



 

(金融商品関係) 

前事業年度（自 平成 28 年 4 月 1 日 至 平成 29 年 3 月 31 日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資産運用については短期的な預金等に限定しております。また、投機的な取引は

行なわない方針であります。 

また、営業債権である未収委託者報酬は、投資信託約款に基づき、信託財産から委託者に

対して支払われる信託報酬の未払金額であり、信託財産は受託銀行において分別保管されて

いるため、信用リスクはほとんどないと認識しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 29 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次

の通りであります。 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金・預金 3,532,999 3,532,999 ― 

(2)未収委託者報酬 433,530 433,530 ― 

(3)未収運用受託報酬 16,941 16,941 ― 

資産計 3,983,471 3,983,471 ― 

(4)未払手数料 261,115 261,115 ― 

(5)その他未払金 70,378 70,378 ― 

(6)未払法人税等 196,373 196,373 ― 

(7)未払消費税等 43,152 43,152 ― 

(8)未払事業所税 1,878 1,878 ― 

負債計 572,898 572,898 ― 

(注 1) 金融商品の時価の算定方法  

(1)現金・預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬、(4)未払手数料、(5)その他未

払金、(6)未払法人税等、(7)未払消費税等、(8)未払事業所税 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

(注 2) 金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 １年以内 １年超 

(1)預金 3,532,907 3,532,907 ― 

(2)未収委託者報酬 433,530 433,530 ― 

(3)未収運用受託報酬 16,941 16,941 ― 

合計 3,983,380 3,983,380 ― 

 



 

当事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資産運用については短期的な預金等に限定しております。また、投機的な取引は

行なわない方針であります。 

また、営業債権である未収委託者報酬は、投資信託約款に基づき、信託財産から委託者に

対して支払われる信託報酬の未払金額であり、信託財産は受託銀行において分別保管されて

いるため、信用リスクはほとんどないと認識しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次

の通りであります。 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金・預金 4,235,835 4,235,835 ― 

(2)未収委託者報酬 496,814 496,814 ― 

(3)未収運用受託報酬 21,912 21,912 ― 

資産計 4,754,562 4,754,562 ― 

(4)未払手数料 302,565 302,565 ― 

(5)その他未払金 44,767 44,767 ― 

(6)未払法人税等 189,582 189,582 ― 

(7)未払消費税等 30,210 30,210 ― 

(8)未払事業所税 1,946 1,946 ― 

負債計 569,072 569,072 ― 

(注 1) 金融商品の時価の算定方法 

(1)現金・預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬、(4)未払手数料、(5)その他未

払金、(6)未払法人税等、(7)未払消費税等、(8)未払事業所税 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

(注 2) 金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 １年以内 １年超 

(1)預金 4,235,530 4,235,530 ― 

(2)未収委託者報酬 496,814 496,814 ― 

(3)未収運用受託報酬 21,912 21,912 ― 

合計 4,754,257 4,754,257 ― 

 



（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成 28 年 4 月 1 日 至 平成 29 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成 28 年 4 月 1 日 至 平成 29 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成 29 年 4 月 1 日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度と厚生年金基金制度を併用してお

ります。当社が有する退職一時金制度については、簡便法により退職給付引当金および

退職給付費用を計算しております。 

また、当社が加入する厚生年金基金制度は、複数事業主制度の厚生年金基金制度であ

り、当社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該

年金制度への拠出額を退職給付費用として計上しております。 

 

２．確定給付制度 

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

 

前事業年度 

(平成 29 年 3 月 31 日現在) 

当事業年度 

(平成 30 年 3 月 31 日現在) 

  千円   千円  

退職給付引当金の期首残高  90,618   100,631  

退職給付費用  12,169   12,149  

退職給付の支払額  △2,156   △9,488  

制度への拠出額  ―   ―  

退職給付引当金の期末残高  100,631   103,292  

 

（２）退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金

および前払年金費用の調整表 

 

前事業年度 

(平成 29 年 3 月 31 日現在) 

当事業年度 

(平成 30 年 3 月 31 日現在) 

  千円   千円  

非積立金型制度の退職給付債務  100,631   103,292  



貸借対照表に計上された負債と資産の純額   100,631   103,292  

退職給付引当金  100,631   103,292  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額   100,631   103,292  

（３）退職給付費用 

 前事業年度 

自 平成28年4月 1日 

至 平成29年3月31日 

当事業年度 

自 平成29年4月 1日 

至 平成30年3月31日 

簡便法で計算した退職給付費用 
千円 

12,169 

千円 

12,149 

 

３．複数事業主制度 

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出

額は、前事業年度 35,424 千円、当事業年度 37,464 千円であります。 

 前事業年度 

自 平成28年4月 1日 

至 平成29年3月31日 

当事業年度 

自 平成29年4月 1日 

至 平成30年3月31日 

(１) 直近の積立状況に関する事項 (平成 28 年 3 月 31 日現在) (平成 29 年 3 月 31 日現在) 

   千円   千円  

 年金資産の額  1,605,568,222   1,634,392,721  

 年金財政計算上の数理債務の額と 

最低責任準備金の額との合計額(注) 

 1,782,403,243   1,793,308,599  

 差引額  △176,835,020   △158,915,877  

(２) 掛金に占める当社の拠出割合 (平成 28 年 3 月分) (平成 29 年 3 月分) 

  0.0560％ 0.0582％ 

(３) 補足説明 上記（１）の差引額の主

な要因は、年金財政計算上

の過去の勤務債務残高

229,190,073 千円および年

金財政計算上の別途積立金

52,355,052 千円でありま

す。 

本制度における過去勤務

債務の償却方法は、期間 19

年 0 か月の元利均等定率償

却であります。 

 

上記（１）の差引額の主

な要因は、年金財政計算上

の過去の勤務債務残高

214,616,190 千円および年

金財政計算上の別途積立金

55,700,312 千円でありま

す。 

本制度における過去勤務

債務の償却方法は、期間 19

年 0 か月の元利均等定率償

却であります。 

 

 

 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 前事業年度 

(平成 29 年 3 月 31 日現在) 

 当事業年度 

(平成 30 年 3 月 31 日現在) 

繰延税金資産 千円  千円 

 賞与引当金繰入限度超過額 21,162  21,593 

 役員退職慰労引当金 4,890  3,603 

 退職給付引当金繰入限度超過額 31,054  31,628 

 未払事業税 8,425  9,726 

 未払事業所税 579  595 

 その他 3,040  3,152 

繰延税金資産 小計 69,154  70,299 

 評価性引当額 △35,945  △35,231 

繰延税金資産 合計 33,208  35,068 

繰延税金資産の純額 33,208  35,068 

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

 流動資産―繰延税金資産 33,208  35,068 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100 分

の 5 以下であるため注記を省略しております。 



（セグメント情報等） 

前事業年度（自 平成 28年 4月 1 日 至 平成 29年 3月 31日） 

１．セグメント情報 

当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

２．関連情報 

（１）製品・サービスごとの情報 

当社の製品・サービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、

製品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。 

 

（２）地域ごとの情報 

①売上高 

本邦の外部顧客からの営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の 90%を超えるため、

地域ごとの営業収益の記載を省略しております。 

 

②有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超える

ため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

 

（３）主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円) 

顧客の名称または氏名 営業収益 

信金中央金庫 146,598 

なお、営業収益の金額は、運用受託報酬について表示しております。 

 

当事業年度（自 平成 29年 4月 1 日 至 平成 30年 3月 31日） 

１．セグメント情報 

当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

２．関連情報 

（１）製品・サービスごとの情報 

当社の製品・サービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、

製品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。 

 

（２）地域ごとの情報 

①売上高 

本邦の外部顧客からの営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の 90%を超えるため、

地域ごとの営業収益の記載を省略しております。 

 

 



②有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超える

ため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

 

（３）主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円) 

顧客の名称または氏名 営業収益 

信金中央金庫 160,021 

なお、営業収益の金額は、運用受託報酬について表示しております。 



（関連当事者情報） 

前事業年度（自 平成 28年 4月 1 日 至 平成 29年 3 月 31日） 

１．関連当事者との取引 

 (1)親会社および法人主要株主等 

種類 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

または 

出資金 

事業の

内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 

取引内容 取引金額 科目 期末残高 役員

の兼

務等 

事業上の

関係 

親会社 信金中央

金庫 

東京都 

中央区 

690,998 

百万円 

信用金

庫連合

会事業 

直接 

(被所有) 

 100％ 

兼任 1

人 

証券投資

信託受益

証券の募

集販売 

運用受託

報酬 

146,598 

千円 

未払 

手数料 

133,205 

千円 

投資信託

の代行手

数料 

1,873,505 

千円 

― ― 

事務所 

賃借料 

49,958 

千円 

― ― 

出向者 

人件費 

150,768 

千円 

― ― 

 

(2)兄弟会社等 

種類 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

または 

出資金 

事業の

内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 

取引内容 取引金額 科目 期末残高 役員

の兼

務等 

事業上の

関係 

親会社

の子会

社 

しんきん

証券株式

会社 

東京都 

中央区 

20,000 

百万円 

証券業 ― なし 証券投資

信託受益

証券の募

集販売 

投資信託

の代行手

数料 

389,128 

千円 

 

未払 

手数料 

 

73,862 

千円 

 

（注）１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

信託約款に定める受益者の負担する信託報酬のうち、委託者報酬分の配分を両者協議のうえ合理的に

決定しております。 

また、上記の他預金取引がありますが、取引条件が一般の取引と同等であることが明白な取引である

ため記載しておりません。 

 

２．親会社に関する注記 

親会社情報 

信金中央金庫（東京証券取引所に上場） 

 



当事業年度（自 平成 29年 4月 1 日 至 平成 30年 3 月 31日） 

１．関連当事者との取引 

(１)親会社および法人主要株主等 

種類 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

または 

出資金 

事業の

内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 

取引内容 取引金額 科目 期末残高 役員

の兼

務等 

事業上の

関係 

親会社 信金中央

金庫 

東京都 

中央区 

690,998 

百万円 

信用金

庫連合

会事業 

直接 

(被所有) 

 100％ 

兼任 1

人 

証券投資

信託受益

証券の募

集販売 

運用受託

報酬 

160,021 

千円 

未払 

手数料 

142,775 

千円 

投資信託

の代行手

数料 

1,926,104 

千円 

  

事務所 

賃借料 

49,958 

千円 

― ― 

出向者 

人件費 

144,916 

千円 

― ― 

 

(２)兄弟会社等 

種類 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

または 

出資金 

事業の

内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 

取引内容 取引金額 科目 期末残高 役員

の兼

務等 

事業上の

関係 

親会社

の子会

社 

しんきん

証券株式

会社 

東京都 

中央区 

20,000 

百万円 

証券業 ― なし 証券投資

信託受益

証券の募

集販売 

投資信託

の代行手

数料 

442,952 

千円 

 

未払 

手数料 

 

92,165 

千円 

 

（注）１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

信託約款に定める受益者の負担する信託報酬のうち、委託者報酬分の配分を両者協議のうえ合理的に

決定しております。 

また、上記の他預金取引がありますが、取引条件が一般の取引と同等であることが明白な取引である

ため記載しておりません。 

 

２．親会社に関する注記 

親会社情報 

信金中央金庫（東京証券取引所に上場） 



 

（1株当たり情報） 

 前事業年度 

自 平成28年4月 1日 

至 平成29年3月31日 

当事業年度 

自 平成29年4月 1日 

至 平成30年3月31日 

１株当たり純資産額 857,627円 65銭 1,047,032円 43 銭 

１株当たり当期純利益金額 182,770円 28銭 189,404円 77銭 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりま

せん。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前事業年度 

自 平成28年4月 1日 

至 平成29年3月31日 

当事業年度 

自 平成29年4月 1日 

至 平成30年3月31日 

当期純利益金額 731,081千円 757,619千円 

普通株主に帰属しない金額 ―千円 ―千円 

普通株式に係る当期純利益金額 731,081千円 757,619千円 

期中平均株式数 4,000 株 4,000 株 

 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 



２ 中間財務諸表 

（１）中間貸借対照表 

当中間会計期間末 

平成 30年 9月 30日 

科 目 金 額 

 

 

 

千円 千円 

（資産の部）   

流動資産   

現金・預金  4,741,056 

前払費用  28,131 

未収委託者報酬  505,474 

未収運用受託報酬  14,892 

未収収益  49 

その他の流動資産  662 

流動資産計  5,290,266 

固定資産   

有形固定資産    ＊１  92,779 

建物 69,793  

器具備品 22,985  

無形固定資産  35,467 

ソフトウェア 34,018  

電話加入権 959  

その他 489  

投資その他の資産  33,932 

繰延税金資産 31,580  

長期前払費用 2,352  

固定資産計  162,179 

資産合計  5,452,446 

 

 

  



 

当中間会計期間末 

平成 30年 9月 30日 

科   目 金 額 

 千円 千円 

（負債の部）   

流動負債   

未払金  369,245 

未払手数料 317,874  

その他未払金 51,371  

未払法人税等  188,036 

未払消費税等 ＊２  31,462 

未払事業所税  1,012 

前受収益  86,672 

賞与引当金  61,222 

その他の流動負債  3,543 

流動負債計  741,195 

固定負債   

退職給付引当金  102,378 

役員退職慰労引当金  16,112 

固定負債計  118,490 

負債合計  859,685 

（純資産の部）   

株主資本  4,592,760

 資本金  200,000 

利益剰余金  4,392,760 

利益準備金 2,000  

その他利益剰余金 4,390,760  

別途積立金 3,830,000  

繰越利益剰余金 560,760  

純資産合計  4,592,760 

負債・純資産合計  5,452,446

  



（２）中間損益計算書 

当中間会計期間 

 自 平成 30年 4月 1 日 

 至 平成 30年 9月 30日 

科    目 金 額 

 千円 千円 

営業収益   

委託者報酬  2,563,231 

運用受託報酬  99,672 

営業収益計  2,662,903 

営業費用   

支払手数料  1,262,030 

広告宣伝費  7,746 

調査費  277,688 

調査研究費 183,540  

委託調査費 94,147  

営業雑経費  30,952 

印刷費 27,261  

郵便料 21  

電信電話料 1,224  

協会費 2,445  

営業費用計  1,578,417 

一般管理費   

給料  259,126 

役員報酬 20,846  

給料･手当 192,518  

賞与 2,467  

法定福利費 39,609  

福利厚生費 2,036  

その他給料 1,647  

賞与引当金繰入  61,222 

退職給付費用  34,138 

役員退職慰労引当金繰入  4,343 

交際費  1,328 

旅費交通費  4,728 

租税公課  12,984 

不動産賃借料  31,485 

固定資産減価償却費 ＊１  17,279 

諸経費  72,666 

一般管理費計  499,303 

営業利益  585,183 

営業外収益   

受取利息  67 

その他営業外収益  280 

営業外収益計  347 

営業外費用   

雑損失  181 

営業外費用計  181 

経常利益  585,349 

 



当中間会計期間 

 自 平成 30年 4月 1 日 

 至 平成 30年 9月 30日 

科    目 金 額 

 千円 千円 

税引前中間純利益  585,349 

法人税、住民税および事業税  177,231 

法人税等調整額  3,487 

中間純利益  404,630 

 

  



（３）中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自 平成 30年 4月 1日 至 平成 30年 9月 30日） 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 利益 

準備金 

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 
別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 200,000 2,000 3,080,000 906,129 3,988,129 4,188,129 4,188,129 

当中間期変動額        

新株の発行 ― ― ― ― ― ― ― 

剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― ― 

別途積立金の積立 ― ― 750,000 △750,000 ― ― ― 

別途積立金の取崩 ― ― ― ― ― ― ― 

中間純利益 ― ― ― 404,630 404,630 404,630 404,630 

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額） 
― ― ― ― ― ― ― 

当中間期変動額合計 ― ― 750,000 △345,369 404,630 404,630 404,630 

当中間期末残高 200,000 2,000 3,830,000 560,760 4,392,760 4,592,760 4,592,760 

 

  



重要な会計方針 

項  目 

当中間会計期間 

 自 平成 30年 4月 1 日 

 至 平成 30年 9月 30日 

1.固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 

定額法を採用しております。主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建  物  3年～50年 

器具備品  3年～20年 

 

(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(5 年)に基づく定額法を採用しており

ます。 

2.引当金の計上基準 (1)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。 

 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末に

おける退職給付債務を計上しております。なお、退職給

付引当金の対象従業員が 300 名未満であるため、簡便法

によっており、退職給付債務の金額は当中間会計期間末

における自己都合要支給額としております。 

 

(3)役員退職慰労引当金 

当社常勤役員の退職慰労金の支給に充てるため、「常

勤役員退職慰労金規程」に基づく当中間会計期間末要支

給額を計上しております。 

3.その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 

（表示方法の変更） 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更） 

  「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28号 平成 30年 2月 16日）を

当中間会計期間の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金

負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項  目 
当中間会計期間末 

平成 30年 9月 30日 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 建物 67,439 千円 

器具備品 38,514 千円 

＊２ 消費税等の取扱い 

 

仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のう

え、「未払消費税等」として表示しております。 

 

 

（中間損益計算書関係） 

項  目 

当中間会計期間 

自 平成 30年 4月 1 日 

至 平成 30年 9月 30日 

＊１ 減価償却実施額 有形固定資産 7,182 千円 

無形固定資産 10,096 千円 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成 30年 4月 1日 至 平成 30年 9月 30日） 

発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(千株) 4 ― ― 4 

計 4 ― ― 4 

 

 



(金融商品関係) 

当中間会計期間末（平成 30 年 9 月 30 日）  

金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年 9 月 30 日における中間貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の

通りであります。 

   （単位：千円） 

 中間貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金・預金 4,741,056 4,741,056 ― 

(2)未収委託者報酬 505,474 505,474 ― 

(3)未収運用受託報酬 14,892 14,892 ― 

資産計 5,261,422 5,261,422 ― 

(4)未払手数料 317,874 317,874 ― 

(5)その他未払金 51,371 51,371 ― 

(6)未払法人税等 188,036 188,036 ― 

(7)未払消費税等 31,462 31,462 ― 

(8)未払事業所税 1,012 1,012 ― 

負債計 589,756 589,756 ― 

(注) 金融商品の時価の算定方法 

(1)現金・預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬、(4)未払手数料、(5)その他未払金、

(6)未払法人税等、(7)未払消費税等、(8)未払事業所税 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

  



（セグメント情報等） 

当中間会計期間（自 平成 30年 4月 1日 至 平成 30年 9月 30日） 

１．セグメント情報 

当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

２．関連情報 

（１）製品・サービスごとの情報 

当社の製品・サービス区分の決定方法は、中間損益計算書の営業収益の区分と同一である

ことから、製品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。 

（２）地域ごとの情報 

①売上高 

本邦の外部顧客からの営業収益に区分した金額が中間損益計算書の営業収益の 90％を

超えるため、地域ごとの営業収益の記載を省略しております。 

②有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の 90%

を超えるため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

（３）主要な顧客ごとの情報 

顧客の名称又は氏名 営業収益 

信金中央金庫 85,883 

なお、営業収益の金額は、運用受託報酬について表示しております。 

  

（単位：千円） 



 

（1株当たり情報） 

当中間会計期間 

自 平成 30年 4月 1 日 

至 平成 30年 9月 30日 

 
 

１株当たり純資産額 1,148,190円 04銭 

１株当たり中間純利益 101,157円 61銭 

 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 

(注)算定上の基礎 

１株当たり中間純利益  

中間純利益 404,630千円 

普通株主に帰属しない金額 ― 千円 

普通株式に係る中間純利益 404,630千円 

期中平均株式数 4,000 株 
 

 
（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 



 

公開日    平成３０年１２月２８日 
作成基準日  平成３０年１２月１４日 

 
本店所在地    東京都中央区京橋三丁目８番１号 
お問い合わせ先            企画総務部 



 

独立監査人の監査報告書 

平成３０年６月５日 

しんきんアセットマネジメント投信株式会社 

 取 締 役 会  御 中 

 

業務執行社員
指定有限責任社員

 公認会計士  南 波 秀 哉  印
 

業務執行社員
指定有限責任社員

 公認会計士  小松﨑    謙  印
 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「委託会社等の経理状況」に掲げられているしんきんアセットマネジメント投信株式会社の
平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第２８期事業年度の財務諸表、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について
監査を行った。 
 
財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務
諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。 
 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に
応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を
検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって
行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、しんきんアセットマネジメント投信株式会社の平成３０年３月３１日現在の
財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。 

以  上 
 
（注） 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。 
 



独立監査人の中間監査報告書 

平成３０年１２月１４日 

しんきんアセットマネジメント投信株式会社 

 取 締 役 会  御 中 

 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士  南 波 秀 哉  印
 

業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員

 公認会計士  小松﨑    謙  印
 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「委託会社等の経理状況」に掲げられているしんきんアセットマネジメント投信株式会社の

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの第２９期事業年度の中間会計期間

（平成３０年４月１日から平成３０年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間

貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記に

ついて中間監査を行った。 

 

中間財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と

判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と

認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画

を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。 

 中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度

監査と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、

中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、

経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。 

EY新日本有限責任監査法人



中間監査意見 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務

諸表の作成基準に準拠して、しんきんアセットマネジメント投信株式会社の平成３０年９月

３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成３０年４月１日から

平成３０年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

以  上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注） 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

別途保管しております。 
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